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1. 問題と目的  

本研究は埼玉県福祉部少子政策課からの委託研

究事業であり、埼玉県内の企業・事業所でのワーク

ライフバランス（以下、WLB）の推進、及び学生の

キャリア形成の両方を目指す取り組みとして実施

された。 

WLB とは、狭義には「個人の生活と仕事の調和」

という個人の働き方を指す概念であるが、広義には、

夫婦や家族の生活、会社の企業風土や様々な社員支

援制度、文化的な慣習やそこに隠された不公平まで

巻き込んだ概念ある[1]。企業にとって WLB は社員
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サービス、福利厚生、社会的責任（CSR）の側面を

もつと同時に、企業の経営戦略としても位置づけら

れている。個人（社員）にとって、WLB は自己啓

発、私生活や家族関係の充実としての側面を持つと

同時に、キャリア発達と well-being（幸福）の向上

としての機能も果たす[2]。つまり、WLB の実現に

よって、個人と企業との相乗効果を期待することが

できる。 

本研究は、学生が企業と乳幼児を持つ親に WLB

状況を調査することにより、学生が自己の社会観や

就労観を深め、将来の就職、働き方と生活について

の見通しを形成することをねらいとした。 

本研究では、A. 企業調査（学生が企業の人事課

に出向き、WLB の推進状況、社員の働き方等につ
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いてヒアリングを行う）と B. 個人調査（教員が乳

幼児を持つ親に働き方と子育てについてアンケー

ト調査を実施し、個別調査の承諾のあった親を対象

に、学生が個別に会社の WLB 推進状況と自身の働

き方についてヒアリングをする）という 2 つの調査

が行われた。 

これらの調査により以下の点が期待された。 

(1) 学生は WLB を軸とした自己実現への意識を持

つとともに、就職のミスマッチによる早期離職の防

止につなげる。 

(2) 企業にとっては、将来の社員となる世代の大学

生が直接に企業を訪問することで、若者の WLB へ

の意識を肌で感じ、取り組みの必要性を実感すると

ともに、それを推進しようとする契機になる。 

(3) 乳幼児を育てる親にとっては、一人一人が WLB

の必要性を認識し、夫婦での子育てを実現しようと

する契機になる。 

2. 実施体制 

教育学部の教員で「ワークライフバランス推進の

ための調査研究グループ」を結成し、県とも共同し

て研究を進めた。また、学生の呼びかけ、企業ヒア

リングに当たっての指導等に際して、経済学部

WOO JONGWON 教授、中垣陽子准教授、学生支援

センター就職支援部門職員、及び田坂敏幸カウンセ

ラーが協力した。埼玉県からは、少子政策課 小宮

鎮紀主査が担当した。 

3. 実施報告 

 A. 学生による企業ヒアリング 

 7 月～9 月の事前説明会と事前学習（企業研究）

を経て、10 月から 11 月にかけて 25 名の学生（教養

学部、経済学部、教育学部、理工学研究科）が埼玉

県内の 15 の企業（事業所）の人事課社員に WLB の

取り組みについてヒアリングを行った。学生たちは

事後学習を経てヒアリング結果をレポートにまと

めた。また、1 月 10 日に「WLB セミナー」を開催

し、企業コンサルテーションの専門家を招いて、企

業の社会的責任やダイバーシティという考え方を

学んだ。セミナーでの学習により、企業ヒアリング

の経験がより深く学生のキャリア形成につながっ

たと考えられる。 

 B. 個人調査 

調査方法 11 月から 12 月にかけて、幼稚園 2 園と

保育所18園の保護者4000名を対象に調査を実施し

た。回収率は 27.7％であった。調査項目は WLB の現

状 17 項目、WLB に関する意識 19 項目、子育ての意

識と感情 27 項目、性役割分業に関する意識と態度

16 項目、企業の WLB 制度 22 項目、地域の子育て支

援制度 3項目、配偶者の WLB21 項目であった。 

調査結果 男性も女性も自分の時間と家族ととも

に過ごす時間を求めていることが分かった。この傾

向は女性の方に強く、それが実現しないことへのい

らだちも女性に強かった。職場での WLB の取り組み

の違いが個人の就労意識に影響することが示唆さ

れた。 

インタビュー 2 名（男女各 1 名）の保護者にヒア

リングを実施し、職業人として、また夫（妻）とし

て、親としての時間の切り盛りの努力と工夫を知る

ことができた。 

4. 考察 

 学生は、関係性（家族や仲間との生活）と独自性

（自分の人生）の両軸をもったアイデンティティを

形成し、常に自分だけでなく他者（家族、仲間や職

場）の要求も満たすことを目指すことにより、社会

に貢献のできる人材に成長していくと考えられる。

大学は、職業人や専門家を養成しているだけでなく、

同時に、未来の市民、社会人、親の育成をしている

ことを強く意識し、学生のキャリアデザインも視野

に入れた教育をする必要があるだろう。 
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